
（単位：円）

科　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 6,393,513,000 6,393,511,200 1,800
手 数 料 収 入 375,700,000 311,619,100 64,080,900
寄 付 金 収 入 40,000,000 17,753,602 22,246,398
補 助 金 収 入 587,653,000 578,628,924 9,024,076

　　国  庫  補  助  金  収  入 (586,100,000) (577,112,000) (8,988,000)
　　地方公共団体補助金収入 (540,000) (504,774) (35,226)
　　そ の 他 の 補 助 金収入 (1,013,000) (1,012,150) (850)

資 産 運 用 収 入 66,859,000 72,945,916 △ 6,086,916
事 業 収 入 66,019,000 61,876,143 4,142,857
雑 収 入 390,423,000 410,966,879 △ 20,543,879
前 受 金 収 入 1,737,690,000 1,734,527,500 3,162,500
そ の 他 の 収 入 480,349,000 471,730,738 8,618,262
資 金 収 入 調 整 勘 定 Δ 2,107,406,000 Δ 2,174,551,674 67,145,674
収 入 計 8,030,800,000 7,879,008,328 151,791,672
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,089,498,000 7,089,498,262 △ 262
収 入 の 部 合 計 15,120,298,000 14,968,506,590 151,791,410

（単位：円）

科　　目
人 件 費 支 出 4,054,261,000 3,973,737,728 80,523,272
教 育 研 究 経 費 支 出 2,111,675,000 1,955,698,256 155,976,744
管 理 経 費 支 出 589,599,000 537,507,258 52,091,742
施 設 関 係 支 出 289,817,000 294,171,024 △ 4,354,024
設 備 関 係 支 出 115,723,000 96,434,113 19,288,887
資 産 運 用 支 出 897,770,000 854,789,745 42,980,255
そ の 他 の 支 出 362,423,000 358,025,689 4,397,311
予 備 費 100,000 100,000
資 金 支 出 調 整 勘 定 Δ 90,096,000 Δ 118,681,323 28,585,323
支 出 計 8,331,272,000 7,951,682,490 379,589,510
次 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,789,026,000 7,016,824,100 △ 227,798,100
支 出 の 部 合 計 15,120,298,000 14,968,506,590 151,791,410

（単位：円）

科　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 6,393,513,000 6,393,511,200 1,800
手 数 料 375,700,000 311,619,100 64,080,900
寄 付 金 42,000,000 19,147,606 22,852,394
補 助 金 587,653,000 578,628,924 9,024,076

　　国   庫   補   助   金 (586,100,000) (577,112,000) (8,988,000)
　　地方公共団体補助金 (540,000) (504,774) (35,226)
　　そ の 他 の 補 助 金 (1,013,000) (1,012,150) (850)

資 産 運 用 収 入 66,859,000 72,945,916 △ 6,086,916
事 業 収 入 66,019,000 61,876,143 4,142,857
雑 収 入 390,423,000 410,966,879 △ 20,543,879
帰 属 収 入 合 計 7,922,167,000 7,848,695,768 73,471,232
基 本 金 組 入 額 合 計 Δ 910,327,000 Δ 957,762,593 47,435,593
消 費 収 入 の 部 合 計 7,011,840,000 6,890,933,175 120,906,825

（単位：円）

科　　目
人 件 費 3,687,707,000 3,613,881,488 73,825,512
教 育 研 究 経 費 2,694,475,000 2,527,285,190 167,189,810
管 理 経 費 606,277,000 554,632,174 51,644,826
資 産 処 分 差 額 5,000,000 18,794,596 △ 13,794,596
徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0 571,100 △ 571,100
予 備 費 100,000 100,000
消 費 支 出 の 部 合 計 6,993,559,000 6,715,164,548 278,394,452
当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 18,281,000 175,768,627
前 年 度 繰 越 消 費 収 入 超 過 額 7,216,855,000 7,216,854,868
翌 年 度 繰 越 消 費 収 入 超 過 額 7,235,136,000 7,392,623,495

支　　　出　　　の　　　部

【収支概況】
　帰属収入の合計額が78億4,869万円となり、予算と比べて7,347万円（0.9％）の減少となりました。基本金組入額合計は9億5,776万円で、消費収入の部の合計額は、68
億9,093万円で、予算と比べて1億2,090万円（1.7％）の減少となりました。
　消費支出の部では、人件費36億1,388万円、教育研究経費25億2,728万円、管理経費5億5,463万円で、それぞれ予算と比べて減少となり、消費支出の部の合計は67億
1,516万円で、予算と比べて2億7,839万円（4.0％）の減少となりました。
　その結果、当年度消費収入超過額は1億7,576万円となり、翌年度への繰越消費収入超過額は73億9,262万円となりました。

平成17年度の決算概要は以下の通りです。
この決算書は平成18年5月23日、理事会・評議員会の承認を受けたものです。
【収支概況】
　平成17年度資金収入の合計額は、149億6,850万円となり、予算と比べて1億5,179万円（1.0％）の減少となりました。
　支出の部では、人件費支出が39億7,373万円、教育研究経費支出が19億5,569万円、 管理経費支出が5億3,750万円となり、予算と比べてそれぞれ減少し、支出計は79億
5,168万円で予算と比べて3億7,958万円（4.5％）の減少となりました。
　次年度繰越支払資金は、予算と比べて2億2,779万円（3.4％）の増加の70億1,682万円になりました。
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平成１7年度　資 金 収 支 計 算 書

平成１７年度　消 費 収 支 計 算 書

前受金収入とは、次年度
に属する新入生の学費収
入などを当年度に受け入
れたものです。

資金収入調整勘定は減算科
目で、期末における未収入
項目は、該当する科目で処
理しているので、この科目
で減算調整します。また前
年度で前受金とした本年度
に属する学費収入などは、
学生生徒等納付金収入など
で計上されているためこれ
もこの科目で減算します。

施設関係支出とは、土地や
建物、構築物といった固定
資産取得のための支出で
す。

その他の支出には、前年度
中の活動に係る支出のう
ち、当年度に支払われた
「前期末未払金支払支出」
の他、「貸付金支払支
出」､　｢貸与奨学金支払支
出｣等があります。

補助金は国庫補助金が中心
です。積極的な獲得策を講
じています。

事業収入の主なものは、補
助活動収入（国際交流会館
の寮費、エクステンション
センターが実施している各
種資格講座受講料収入な
ど）及び受託事業収入（外
部機関から受入の受託研究
費）です。

教育研究経費とは、教育
研究活動に必要なすべて
の諸経費です。教員研究
費や学生を対象とする援
助費や奨学金もこの中に
含まれています。

その他の収入には、固定資
産（土地、建物等）取得に
係る支払い資金に充てるた
めの引当特定預金から取り
崩した「引当特定預金から
の繰入収入」の他、「貸付
金回収収入」や「貸与奨学
金回収収入」等がありま
す。

設備関係支出とは、教育研
究用の機器備品、その他の
機器備品、図書、車輌と
いった固定資産取得のため
の支出です。

資金支出調整勘定とは、当
年度中に支払うべき支出で
すが、支払いが次年度にな
るものや、前年度に支払い
を済ませた当年度の支出を
差し引くことにより、資金
の支出額を確定させるもの
です。

手数料の中心は入試の検定
料です。その他は各種証明
書の発行手数料などです。

資産運用収入とは大学が保
有する預金等の金融資産の
運用利息などです。

固定資産（土地・建物・備
品・図書等）の取得額と、
将来の固定資産取得資金の
組入額や特定目的（奨学事
業・課外活動事業等）のた
めの基本金組入額の合計で
す。

人件費は、専任教職員や非
常勤講師、契約・臨時職員
の給与、賞与、退職給与引
当金繰入額などです。

管理経費とは、法人業務の
経費と教職員の福利厚生
費、公租公課、広告費（学
生募集費等）などです。

学生生徒等納付金とは、
授業料を始めとする学費
収入です。


